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特定遊興飲食店（ナイトクラブ）における 
新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン 
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一般社団法人ナイトクラブエンターテイメント協会 
西日本クラブ協会 

ミュージック・バー協会 
 
１．はじめに 
本ガイドラインは、政府の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和２

年３月 28 日（令和２年５月４日変更）新型コロナウイルス感染症対策本部決定。以下「対
処方針」という。）を踏まえ、新型コロナウイルス感染症対策専門家会議「新型コロナウイ
ルス感染症対策の状況分析・提言」（令和２年５月４日。以下「提言」という。）において示
されたガイドライン作成の求めに応じ、一般社団法人ナイトクラブエンターテイメント協
会及び西日本クラブ協会として、特定遊興飲食店における新型コロナウイルス感染拡大予
防対策として留意すべき事項を整理し、今後の取組のために作成するものです。  
本ガイドラインでは、提言４．（２）「業種ごとの感染拡大予防ガイドラインに関する留意

点」、別添「『新しい生活様式』の実践例」における留意点及び「事務連絡」を参考に、場面
ごとに具体的な感染拡大予防措置を示しています。 
 なお、本ガイドラインの内容は、今後の対処方針の変更のほか、新型コロナウイルスの感
染の動向や専門家の知見等を踏まえ、必要に応じて適宜かつタイムリーに改訂を行うもの
といたします。 
  
２．感染防止のための基本的な考え方 
 特定遊興飲食店の事業者は、店舗の規模や遊興の様態を十分に踏まえ、店舗の管理・運営
に従事する者、店舗に来場する者、出演者及びイベントの開催に携わるスタッフへの新型コ
ロナウイルスの感染拡大を防止するため、必要な対策を講じる必要があります。また、各自
治体の方針を把握・実践するとともに、その指示・要請を確実に履行するものとし、各自治
体からの休業要請が行われておらず、営業する場合は、以下の取組を実施します。 
 
３.店舗事業者が講じるべき具体的な対策 
（1）リスク評価 
店舗管理者は、新型コロナウイルスの主な感染経路である接触感染及び飛沫感染等につ 
いて、従業員、来場者、出演者及びイベント関係者の動線や接触等を考慮したリスク評価 
を行うことが求められます。 
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また、実際の営業においては、各店舗の営業面積や設備構造に応じて、各都道府県におい
て求められる対応を準拠するよう努めることが必要となります。 
店舗の利用にあたっては、各店舗事業者がそれらのリスク評価に基づき、利用を回避すべ

きとの合理的判断に至った場合は、できるだけ速やかに店舗入場者数の制限等を検討する
必要があります。 
 
① 接触感染のリスク評価 
他者と共有する物品やドアノブなど手が触れる場所を特定し、これらへの接触の頻度 

を評価します。高頻度接触部位（テーブル、椅子の背もたれ、ドアノブ、電気のスイッチ、 
電話、キーボード、タブレット、タッチパネル、レジ、蛇口、手すり、エレベーターのボタ
ン、券売機、マイク 等）には特に注意を要します。 
 
② 飛沫感染のリスク評価 
店舗における換気の状況を考慮しつつ、対人距離（できるだけ２ｍ（最低１ｍ）を確保。

施設の設備・構造や利用者の状況や他の対策も踏まえ、さらに余裕を持った距離を確保する
ことが望ましい。）や位置、方向、店舗内で大声での対話等が頻発する場所等の状況を評価
します。特に、大声の発声は飛沫感染のリスクを大きく高めることから、対人距離の確保は
非常に重要です。 
 
③ 集客施設としてのリスク評価 
イベント開催にあたっては、大規模な人数の移動が見込まれるか、県域を越えた移動が見

込まれるか、店舗内での入退場が長時間滞留せず、店舗内での人と人との距離が一定程度確
保できるかどうかなどについて、これまでの店舗の来場実績等に鑑み、評価します。 
 
④ 地域における各所におけるリスク評価 
地域の生活圏において、地域での感染者の確認状況を踏まえた店舗管理への影響につ 

いて評価します。 
 
（2）店舗施設内の各所における対策 

施設管理者は、上記リスク評価を踏まえ、当該施設の管理について以下の措置を講ずる
とともに、イベント主催者へ要請し、また来場者へ周知し、その徹底を図ってください。 

【入場者数の制限】 
 営業所全体について、２週間以内に来店者の生活圏において感染者が少ない場合は定員
の 50％、感染者が一定程度認められる場合は定員の 25％を基準に入場者最大数を計算し、
その人数以上の人（客＋従業員）を入場させない。ただし、全体の入場者最大数については、
消防法等の関係法令に加え、下記の換気量要件を満たす数以内とする。 
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※ 換気量要件 
   （換気設備で確保できる換気量＋窓開け換気量（【換気設備等の基準】に記載する要

件が満たされている場合に限る。））（㎥/ｈ）÷１人当たり最低 30 ㎥/ｈ（ただし、発声
等が見込まれる場合は、これより高い値を設定すること。） 

 
【対人距離の確保】  
以上の入場制限を実施した上で、営業所全体及び営業所内の各部分については対人距離

ができるだけ２ｍ（最低１ｍ）確保されるべきことを客に周知し、また従業員等が注意喚起
をするなどして、対人距離の確保を徹底する。 
 
【換気に関して】 
・営業時間外（音響未使用時）には防犯上可能な限りの換気を行う。 
・営業時間内は施設内の換気システムを常時稼働するとともに、窓・扉を 30 分に１回、数
分程度全開にすることが望ましい。その際、音漏れ等が懸念される場合は、音量を通常時
より更に控えめにするなどの措置を検討する。 

・換気設備の仕様を理解した上で使用すること（省エネモードを解除するなど）。また、フ
ィルター等を定期的に清掃すること。 

・適切な空調環境を維持するために、専門会社による空調設備等の定期点検を行う。 
 
【換気設備等の基準】 
・必要換気量（㎥/ｈ）（（営業所全体の収容可能客数＋従業員数）×一人当たり最低 30 ㎥/
ｈ（ただし、発声等が見込まれる場合は、これより高い値を設定すること。））が確保できる
だけの換気設備を設ける。なお、必要換気量が確保できない場合は、【入場者数の制限】に
記載のとおり、確保できる換気量に応じて営業所全体や各スペースの収容可能人員が減じ
られることとなる。 
・窓開け換気時においては送風機等を使用して人工的に風を安定的に発生させた場合に限
り換気量に含めるものとする。但し、排気側開口と吸気側開口が建物の対角上に近い位置
に存在し、またこの間に主要な客室等が存在する場合に限る。 

＊「窓開け換気時」における換気量の計算ルール 
  換気量（㎥/ｈ） ＝ 排気側開口面積（㎡）×風速（排気側開口部の実測値（m/s））

×3600×１時間当たりの窓開け換気実施時間（分）÷60 
・窓開け換気時は、関係法令の騒音、振動等に係る規制が順守されるよう留意する。 
 
【重点清掃場所】 
営業時間中であっても以下の不特定多数が触れる部分に関しては 1 時間に１回程度アルコ
ール消毒を実施する。必要に応じて消毒液を設置する。 
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・エレベータボタン 
・ドアノブ 
・販売カウンター天板 
・テーブル 
・椅子（座面、背もたれ、背もたれ天部） 
・メニュー表 
・コインロッカー（特にドアノブ） 
・自動販売機ボタン 
・手摺 
・手洗い蛇口 
・マイク  
・トイレ（特にドアノブ、トイレットペーパーホルダー、流水レバー、便座のふた、水栓等） 
・共用部分（ビル出入口、エレベーター、エレベーターホール等のビル内において利用客を
含めた不特定多数の者が利用する部分をいう。なお、共用部分については、他のテナント
やビル所有者と相談の上、清掃・消毒の方法について取り決め等をしておくこと。） 

・その他ビル、店舗構造に併せて感染リスクが高いと思料される設備等 
 
【トイレ】 
・トイレの蓋を閉めて汚物を流すよう表示する。 
・ハンドドライヤーの使用は中止する。 
・共用タオルを使用しない（従業員用トイレを含む）。 
・トイレ内ゴミ入れが満杯にならない様に注意する。 
 
【客席】 
・所要の入場制限を行うほか、対人距離（できるだけ２ｍ（最低１ｍ））を確保する。 
・客席がボックス席（着席型の席）の場合は、１組の客が使用するボックス席と隣り合うボ
ックス席を使用しない。但し、ボックス席とボックス席の間に透明なパーティションを設
置する場合はこの限りではない。 

・カウンター席（立席型の席）やベンチシート（横並びで着席する簡易な席）等は対人距離
（できるだけ２ｍ（最低１ｍ））が確保されるよう使用する。ベンチシート等の連続した
椅子で１人分の区切りが無い場合はできるだけ２ｍ（最低１ｍ）の間隔を空けて着席する
ようにし、その目印を設ける。なお、使用不可とする椅子等には使用禁止の表示等を行う。 

・真正面の配置を避けるか、またはテーブル上に区切りのパーティションを設けるなど工夫
する。 

・少人数の家族、介助者が同席する高齢者・障害者等が対面を希望する場合は、可能として
もよいが、他グループとの相席は避ける。 
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・グループ間の安全を確保するために、他のグループとはできるだけ２ｍ（最低１ｍ）以上
の間隔を空け、会話を控えめにさせる。 

・飛沫感染防止の観点から、お客様が大声を出すことがないよう、店内の音量を必要最小限
にする。 

・利用客の入替り時にはテーブル及び椅子のアルコール消毒を実施。 
・テーブル上に設置するメニュー表は客が着席する時に消毒済みの物を設置し、客が離れた
際には片付ける。 

・ペーパーナプキンは常設せず、求めに応じて提供する。 
・卓上には原則として調味料、冷水ポット等を置かない。置く場合には、お客様が入れ替わ
る都度アルコール消毒薬、次亜塩素酸ナトリウム、台所用洗剤（界面活性剤）で清拭や用
具の交換を行う。 

・従業員は、店内の１カ所にお客様が集まらないように留意する。 
 
【ダンス等をするスペース（ダンスホール）】 
・所要の入場制限を行うほか、対人距離（できるだけ２ｍ（最低１ｍ））を確保する。 
・お客様に対し、対人距離（できるだけ２ｍ（最低１ｍ））を確保すること、マスク等を装
着すること、過度な大きさ・頻度の声出しや身体接触（ハイタッチ等）の禁止を促す。ま
た、運動強度や発声に伴う飛沫の過度な拡散を制御できるよう、店内の音量を必要最小限
にする。 

・ＤＪブースやダンサーステージ（以下「ＤＪブース等」という）とダンスホールが隣接す
る場所に関してはＤＪブース等からできるだけ２ｍ（最低１ｍ）離れた位置にラインを表
示し、その間は使用禁止とする。但し、ＤＪブース等とダンスホールの間に透明なパーテ
ィションを設置する場合はこの限りではない。 

 
【喫煙所】 
・所要の入場制限を行うほか、対人距離（できるだけ２ｍ（最低１ｍ））を確保する。 
・換気・消毒を徹底するほか、空調設備を定期的に点検する。 
 
【ロッカールーム】 
・所要の入場制限を行うほか、対人距離（できるだけ２ｍ（最低１ｍ））を確保する。 
・換気・消毒を徹底するほか、空調設備を定期的に点検する。 
・密を回避するため、使用可能なロッカーを間引く（例えば、交互に使用不可とする）。 
 
【事務所・休憩所等に関して】 
・所要の入場制限を行うほか、対人距離（できるだけ２ｍ（最低１ｍ））を確保する。 
・事務用品（ペン等）は各自専用の物を使用し、使い回しを行わない。 
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・事務所、休憩所等の換気を徹底し、消毒液を設置するなど、店内と同様の感染防止策を行
う。事務所、休憩所等における対面会話を禁止する。 

 
【入場時】 
・店舗入口には、発熱や咳など異常が認められる場合は入場をお断りさせていただく旨を掲
示する。また、店舗入口や手洗い場所には、消毒液を設置する。 

・入場時及び店内における利用客に対するアナウンスについては、可能な限り多言語化対応
する。 

・入場者の行動履歴等が追証可能なアプリ等（以下、「本アプリ」という）の運用が始まれ
ば速やかにこれを導入し、入場条件とする。 

・入場時のお客様への検温を徹底する。 
・入場者に以下の全項目を確認する（検温結果に問題がないことが前提） 
 ―咳やくしゃみ等の風邪の症状（軽い症状も含む。）がないか 
 ―過去 48 時間以内に発熱などの症状は出ていないか 
 ―強いだるさ（倦怠感）や息苦しさはないか 
 ―咳、痰、胸部不快感はないか 
 ―味覚・嗅覚に少しでも違和感はないか 
 ―新型コロナウイルス感染症陽性とされた者との濃厚接触が、入場者の知り得る限りに

おいてないか 
 －過去 14 日以内に、政府から入国制限、入国後の観察期間を必要と発表されている国・

地域等への渡航、及び当該在住者との濃厚接触はないか 
 ―身内や身近な接触者に上記の症状がある者、該当する点がある者はいないか 
・入場しようとする者が感染リスク・重篤化リスクが比較的高いとされている特定疾病の既
往歴のある者等である可能性がある場合、入場について注意する。 

・高齢者のお客様や家族に高齢者がいるお客様は、入場について注意していただくよう周知
する。 

・入場時のお客様への手指消毒を徹底する。 
・入場されるお客様はマスクの着用を必須とするほか、会話は極力控えるように周知する。 
・検温、手指消毒、年齢確認を行うスタッフは手袋、マスク、フェイスシールド等を着用す
る。 

・年齢確認の際は客の身分証を従業員が手で触れない。 
・飛沫感染・接触感染を防止するために十分な間隔を取ることが重要であることをお客様に
理解してもらい、入場待ちの列は間隔をできるだけ２ｍ（最低１ｍ）確保する。なお、間
隔確保の目安となる表示を実施する。また、順番待ちが店外に及ぶ場合は、従業員が間隔
を保つように誘導するか、または整理券の発行等により行列を作らない方法を工夫する。 

・店内への入店にエレベーターの利用が必要となる場合、エレベーター内においても対人距
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離（できるだけ２ｍ（最低１ｍ））を確保する。 
・【入場者数の制限】に記載の入場制限を実施する。 
・入場時に適宜の方法でアンケートを実施し、氏名、連絡先や体調を確認（電磁的データを
保存する等の方法を含む）する。利用者の氏名・連絡先は適切な期間、適切な方法で保存
する。感染者やクラスター等発生の場合は管轄する行政機関に対し取得情報を提供する。
その際、個人情報の取扱いには十分注意する。ただし、本項の規定は、本アプリの導入後
において利用者の本アプリの利用を適切な方法で確認することで代替されるものとする。 

・当面の間、都道府県をまたいだ来店は遠慮いただく旨を掲示する。 
・店及び店が所在する建物の出入り口付近に客をたむろさせないようにする。 
 
【感染症の可能性がある方の確認】 
・感染症の可能性がある方のチェックを強化する。また、体調が優れない方、新型コロナウ
イルス感染症陽性とされた者との濃厚接触がある方、過去 14 日以内に政府からの入国
制限、入国後の観察期間を必要とされている国、地域等への渡航並びに当該在住者との濃
厚接触がある方の来店は控えていただくように事前案内する。 

 
【食器等の保管に関して】 
・食器類はカウンター上部等の客の飛沫がかかるおそれがある部分に陳列しない。 
 
【飲食物の提供に関して】 
・食品衛生法を遵守し、食品の安全で衛生的な取扱いを徹底する。 
・テーブルサービスで注文を受けるときは、お客様の側面に立ち、可能な範囲で間隔を保つ。 
・お客様が入れ替わる都度、テーブル・カウンターを消毒する。 
・飲食のオーダーを電子端末の遠隔注文で行い、人的介入を控えるなどの措置も検討する。 
・接客するカウンターには飛沫感染防止のシート等を設置する。なお、カウンターでの喫煙
が見込まれる場合は、シートに引火することのないように留意する。 
・カウンターサービスは、可能な範囲で従業員とカウンターとの間隔を保つ。 
・カウンターで注文を受けるときはお客様の正面に立たないように注意する。 
・接客対応するスタッフは常時マスク等を着用する。 
・食品類をカウンター等に陳列する場合は収納ケースや包装を行う。 
・お客様同士のお酌、グラスやお猪口の回し飲みや箸、フォーク、スプーン等の共用禁止表
示を行う。 

・団体に対して大皿での料理提供は行わず、取分けた状態で提供する。ビュッフェやサラダ
バー、ドリンクバーの形式を取る場合には、利用者の飛沫がかからないように食品・ドリ
ンクを保護する（カバーを設置する又は従業員があらかじめその場で小分けする、客席と
料理提供空間が近い場合には適度に仕切るアクリル板を設置するなど。）。トング等は頻
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繁に消毒若しくは交換するか、又は手袋の着用を促す。また、食品・ドリンクの取り違え
がないよう、該当設備箇所の照度に留意する。 

・適切な予防策を講じるため飲酒が過量にならないよう注意喚起する。 
・厨房の調理設備・器具を台所洗剤（界面活性剤）で清拭し、作業前後の手洗いなど、従来
から取り組んでいる一般的な衛生管理を徹底する。 

・飛沫や汗がテーブル、皿、飲食物等にかからないように配慮する。ダンス等をするスペー
スと飲食をするスペースが明確に分かれていない場合は、飲食物を提供しない。 

 
【会計処理】 
・会計処理に当たる場合は、可能であれば、電子マネー等の非接触型決裁を導入する。現金・
クレジットカード等の受渡しが発生する場合には、手渡しで受け取らず、コイントレイ
（キャッシュトレイ）などを使用する。また、コイントレイは定期的に消毒する、会計の
都度手指を消毒するなど工夫する。 

 
【清掃に関して】 
・店内清掃を徹底し、店舗のドアノブ、券売機、セルフドリンクコーナー等の設備等、多数
の人が増える箇所は定期的にアルコール消毒薬、次亜塩素酸ナトリウムで清拭する。また、
テーブル、イス、メニューブック、タッチパネル、卓上ベル等はお客様の入れ替わる都度、
アルコール消毒薬、次亜塩素酸ナトリウム、台所用洗剤（界面活性剤）で清拭する。 

・清掃（営業中の消毒を含む）を行う従業員はマスクや手袋等の着用を行い、清掃作業後は
徹底した手洗いを実施する。特に食品残渣、鼻水、唾液等が付いた可能性のあるゴミの処
分を行う際は、手袋・マスク等を着用してビニール袋等に密封して縛り、手袋・マスク等
を着用して回収する。マスクや手袋を脱いだ後は、必ず手を洗う。 

 
【従業員に関して】 
・食品を扱う者を含め、健康管理と衛生管理を徹底する。 
・従業員の健康管理において最も重要なことは、各自が店舗に新型コロナウイルスを持ち込
まないことである。 

・店舗責任者は従業員の緊急連絡先や勤務状況を把握するよう努める。 
・従業員に対して、毎朝、検温することを義務付けし、検温及び体調の確認を徹底する。検
温時に発熱やだるさ、息苦しさがある場合は、感染防止を優先させ、勤務をさせない。 

・感染した従業員、濃厚接触者と判断された従業員の就業は禁止する。 
・従業員やその家族が過度な心配や恐怖心を抱かないよう、また風評被害や誤解などを受け
ないよう、事業者は現状を的確に伝える（従業員へのリスク・コミュニケーション）。 

・従業員への日々の感染症防止対策として、こまめに手洗い、うがい、マスク、フェイスガ
ードや手袋等の着用を指導する。また、手袋等を外した際は手洗いを徹底させる。可能で
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あれば、フェイスガードの着用が望ましい。 
・従業員やその同居家族に感染が判明した場合に、本人及び保健所等からの報告先（店舗及
び対策本部）をあらかじめ決めておく。感染者の情報は要配慮個人情報となるので、その
取扱いに注意する。保健所の指示に従い、店内消毒や濃厚接触者の自宅待機等必要な対応
を取る。情報開示についても遅滞なく行う。 

・ユニフォームや衣服はこまめに洗濯する。 
・新型コロナウイルス感染症についての相談目安及び保健所、帰国者・接触者相談センター
の連絡先を従業員に周知する。 

 
【その他】 
・営業を再開するに当たっては、営業時間を制限する、一人当たりの入場時間を制限する、
複数部制（二部制、三部制等）を導入することなどを検討する。 

・多くの人を集めるようなイベント（行政の指針等に応じて人数を解釈するものとする）に
ついては、感染リスクが高いため、当面、中止又は延期する。 

・感染防止対策に必要な物資（消毒剤、不織布マスク、手袋、ペーパータオル及びそれらの
使い捨て用品を廃棄する容器等）の一覧表（リスト）を作成し、十分な量を準備しておく
か、又は緊急時にすぐに入手できるようあらかじめ手配しておく。平素から使用した分を
その都度補充し、常に一定の必要量を備蓄しておく。 

・厚労省の web サイト及び地域における感染状況や新型コロナウイルス感染症対策専門家
会議の提言等、最新情報の把握と従業員への周知を行う。長期間にわたる対策を継続する
ために、日々の情報更新と周知を徹底する。 

・高齢者や持病がある方については、感染した場合の重症化リスクが高いことから、より慎
重で徹底した対応を検討する。 

・各店において、地域での感染拡大の可能性が報告された場合の対応について検討してお
く。感染拡大リスクが残る場合には、対応を強化する。 

・これまで新型コロナウイルス感染症対策専門家会議が発表している「人との接触を８割減
らす 10 のポイント」や「『新しい生活様式』の実践例」を周知するなどの取組を行う。                                

 
以上 


